
戦後における高等学校入学者選抜制度等の経緯

◎学校教育法制定（Ｓ２２） 高校進学率 100% 90 80 70 60 50 40

◎新制高等学校発足（Ｓ２３）

Ｓ２３ ○ 23年局長通達（志望者全員入学の理想の下、定員超過の場合のみ中学校からの報告書に基づく選抜を実施 ）

昭 ２４

和 ２５ 158 42.5%約 万人

20 ２６ ○ 26年局長通達（例外的に選抜における学力検査の実施を認める） 171

年 ２７ 168

代 ２８ 高 174

２９ 校 ○ 29年局長通知、31年学教法施行規則改正（定員超過の場合は学力検査（県内一斉）実施を認める） 153

３０ 進 166 51.5%

３１ 学 187

昭 ３２ 希 199

和 ３３ 望 189

30 ３４ 者 197

年 ３５ の 中学校卒業者 177 57.7%

代 ３６ 増 ◎ 第１次ベビーブームに伴う高校入学該当年齢人口の急増・急減 （高校入学年齢人口) 140

３７ 加 ↓ 194

３８ ・ ○ 38年局長通知、学教法施行規則改正（入学者選抜完全実施、適格者主義明確化） 249

３９ 進 242

４０ 学 235 70.7%

４１ 率 ○ 41年局長通知（各都道府県の主体性重視、調査書重視の方向） 213

昭 ４２ の 194

和 ４３ 上 ◎ 後期中等教育の拡充整備について中教審41答申 184

40 ４４ 昇 173

年 ４５ 82.1% 166

代 ４６ ◎ 中教審46答申、生徒の能力・適性・希望等の多様な分化に応じた高等学校の教育内容の多様化等を提言 162

４７ 156

４８ 154

４９ 162

５０ 91.9% 158

５１ ☆ 51年局長通達（業者テストによる偏差値依存の中学校進路指導の是正） 高校進学率 → 156

昭 ５２ □ 52年局長通達（過度の学習塾通いの是正） 157

和 ５３ 進 ◎ 進学率の上昇に伴う高校生の能力・適性、興味・関心等の著しい多様化に対応し、教育課程の基準を大幅に弾力 160

50 ５４ 学 化し、各学校の実態に応じた教育を可能化（Ｓ53） 163

年 ５５ 率 94.2% 172

代 ５６ は 167

５７ 90 155

５８ ％ ☆ 58年次官通知（業者テスト依存の進路指導について、再度是正を指導） 185

５９ 以 □ 59年局長通知、学教法施行規則改正（各校の特色に応じて、選抜方法の多様化・選抜尺度の多元化） 188

昭 ６０ 上 94.1% 188

和 ６１ の 193

60 ６２ ピ □ 62年次官通知（過度の学習塾通いの問題に対処し、学習指導・進路指導の充実等を指導） 200

年 ６３ ｜ ◎ 臨教審答申、後期中等教育の多様化の必要性等を提言（Ｓ62） 204

代 Ｈ１ ク □ 国・私立中・高等学校入試における難問出題等の是正を指導（Ｓ６３） 204

２ に ◎ 第２次ベビーブームに伴う高校入学該当年齢人口の急増・急激 95.1% 198

～
平 ３ ◎ 第14期中教審最終答申を受けて、「高等学校教育の改革の推進に関する会議」を発足（Ｈ３） 186

成 ４ 177

５ ◎ 推進会議第３次報告「高等学校入学者選抜について」（Ｈ５） 173

６ ○ ５年次官通知、学教法施行規則改正（高等学校教育の多様化に対応し、選抜方法の多様化・選抜尺度 96.5% 168

７ の多元化、業者テスト依存の進路指導について再々度是正を指導など） 162

８ 154

９ ◎ 第15・16期中教審答申、これまでの改善の取組を評価しつつも、更なる改善の取組の必要性等を提言 151

１０ ○ ９年局長通知（学力検査で一定以上の点数を得ていれば他の資料によって選抜を行う等改善の促進） 151

１１ ○ 10年学教法施行規則改正（中高一貫教育導入に合わせ，調査書・学力検査の両方用いない入試が可能） 96.9% 150

１２ 97.0% 146

１３ 96.9% 141

１４ 97.0% 137

１５ 97.3% 133

１６ (H16) 97.5% 127

250 240 230 220 210 200 190 180 170 160 150 140万人

注 高校進学率は、中学校卒業者のうち、高等学校等の本科・別科、高等専門学校に進学した者（就職進学した者を含み、浪人は含まない。）の占める比率であ

る。ただし、昭和５８年までの高校進学率には、高校の通信制課程（本科）への進学者を除く。


